
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

1 事業の成果
令和 5年は事業再編を視野に入れた取り組みをおこなった。既存の事業を①防災コミュニティ事業、

②防災教育事業、③防災 ICT支援事業、④復興支援事業の4事業に集約させるために、各事業の見直し

を図りながら昨年度実施した事業の発展と他地域への水平展開をおこなった。具体的には防災と地域清

掃を兼ねたボウサイおそうじ大作戦を台東区で実施し、防災 ICT支援事業も実施回数の増加し、1200

人を超える高齢者と学生ボランティアの参加があった。その他、町会との関係を強化し自主防災計画の

策定に向けた取り組みをおこなった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4930】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

防災用品、非
常食を備蓄す
る事業

杉並区今川事務所にて防
災用品、非常食の備蓄と
西荻窪地域で非常食の配
布、備蓄啓蒙活動

通年 杉並区 4人
杉並区西
荻窪地域
住民

50人 20

防災をとお し
た地域 コミュ
ニティの活性
化事業

子ども食堂事業 通年
杉並区
荒川区

5人
杉並区、
荒川区地
域住民

1,800人 250

防災をとお し
た地域コミュ
ニティ間の親
交を深めるた
めの事業

防災ウォーク、避難所ま
での道のりを地域内地域
外の参加者と一緒にウォ
ーキングを行い、危険個
所の把握と地域間での防
災の取り組みの違いにつ
いて共有し合う。

通年
杉並区
台東区
荒川区

5人

杉並区、
台東区、
荒川区、
関東圏の
参加希望
者

150人 90

災害、防災教
育事業

高齢者向け災害情報の
手と活用講座。災害時
必要となる情報の入手
どのように行い、活か
か講座をとおして学ぶ。

入
に
を
す
通年

日黒区
杉並区

3人
目黒区
台東区
杉並区民

100人 40

外国人のため
の防災推進事
業

日本語学校に通う外国人
留学生に向けた、防災講
座。

通年 品川区 3人

日本語学
校に通う
外国人留
学生

150人 100



防災をとお し
た環境保全事
業

防災目線での地域清掃活
動事業。

通年
杉並区
台東区
荒川区

6人
杉並区
台東区
練馬区民

25人 1193

災害時におけ
る福祉サービ
スの維持を推
進する事業

福祉避難所運営マニュア
ル作成。福祉避難所に指
定されている施設の運営
マニュアルの作成

9月 日黒区 1人
目黒区在
住の要支
援者

25ノ、 0

防災マップ作
成事業

ハザー ドマップを活用し
参加者それぞれに合った
避難地図の作成事業

10月 目黒区 2人
目黒区在
住 60歳
以上の高
齢者

15人 0

災害時におけ
るネ ットワー
ク構築を図る
事業

防災 IT講座、スマー トフ
ォンを使った防災アプリ
の活用法を学ぶ事業

通年
目黒区
杉並区

3人 目黒区・

杉並区民
1200人 3207

災害時におけ
る要支援者の

は F普鑽
Ё
視覚聴覚障害者から学ぶ
防災講座

11月 台東区 3人 杉並区民 20人 30

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0 1千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

寄付された物

品の販売事業 実施予定なし

ホームページ
ヘの広告掲載

事業

実施予定なし



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和5年度 活動計算書 (その他事業がち登場合)
特定りH

事 業 報 告 用

利活動法人 コミュニティネットワーク

特定非営利活勁に係る その他|

科 目
金  饉 1小計・合計 金  額 小計・合計

合計

騒  7 ,  電R  ヨ

正会員受取会費
賛助会員受取会費

70,000
70,αЮ 70,000

受取寄附金 212.453
212.453 212,453

受取民間助成金
受取国庫補助金等

1.043.980
642,980
401.000

1,043,980

防災コミュニティ事業収益
防災教育事業収益
防災10支援事業収益

75,000
22,000
3,207,100
300.000

31.604.:01) 0 3,G“,10(

雑収入

4.930.538 4.930.538

1.150,000
l.l".0∞ 1.150,000

0 2,533,4542 の

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
諸謝金
旅費交通費
車両費
会議費
印刷製本費
支払い手数料
保険料
賃借料

56,400

17,500
61,500

29,754
26.500
O

2.533.■

“

3.033.454 3.683.454

1

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
支払い手数料

8,570
54.400
94,840
1.188.000
17,391

1.363,201 1,300,201

1.100.201 1.360.201

B

5.046.655 5.040.655
A B ―‖6 117 -116.117

過年度損益修正益

災害損失

D

C D

(1,+C D+(3)・ (4, -116.ll′ -1]6."7

人

617.164

月  凛 :正 硼 ―〈)+| 501.047

」

卜

=



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

501,047

A
1

m
2

1

2

の3

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 501.047

2

+

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

正

617 164
-116 117

B―

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 501.047

‐ ■■|■■■ロエlヨ■
『
ヨロ■■■■

工lIII
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‐ 三■■「]■】■:i

Iヨ
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ヨー
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書式第 16号 (法第 28条関係 )

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
令和5年度、棚卸資産はございません。

(2)固 定資産の減価償却の方法
令和5年度、固定資産はございません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

令和5年度、退職給付引当金はございません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
令和5年度、施設の提供等の物的サービスはございません。

)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み経理によつています。

2.事 業別損益の状況

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

円 )

合計
復興支援
事業

事業部門計 管理部門科 日
事業

コ
　
′４

災

テ

防 防災教育
事業

防災ICT支援
事業

70,000

212,453

1,043,980

3,604,100

5

0

0

0

300,000

0

0

0

1,043,980

3,604,100

0

70,000

212,453

0

0

5

0

0

803,980

75,000

0

0

0

240,000

22,000

0

0

0

0

3,207,100

0

4,930,5384,648,080 282,458878,980 262,000 3,207,100 300,000

1,150,000
ｎ
）

ｎ

〉

υ^

ｎ
）

ｎ
）

υ^
　
＾
υ

1,000,000 ｎ

〉

ｎ
）

ｎ

〉

υ^

150,000

0

0

0

1,000,000 1,150,000150,000

0

48,000

0

1,500

0

455

0

26,500

1,540,000

256,800

56,400

17,500

61,500

545,000

0

26,500

29,754

8,570

54,400

94,840

1,188,000

17,391

1,540,

256,

56,

17,

61,

553,

54,

94,

1,188,

26,

47,

000

800

400

500

500

570

400

840

000

0

500

145

540,000

6,800

18,500

3,200

61,500

157,810

0

0

13,520

＾
Ｕ
＾
υ

＾
υ

，
“

0

0

2.500

0

1,252

０
０
０
０

880,000

202,000

37,900

10,300

0

385,483

0

0

15,354

76,455 2,533,454 1,363,201801,330 124,632 1,531,037
363 201 896,6551 3951,330 124,632 2,531,037 76,455 3,683,454

△  116,117223,545 964,626 △ 1,080,743囚口彊ロ 137 368 676 063

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
諸謝金

旅費交通費

車両費

会議費

印刷製本費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

賃借料

保険料

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■胚□獲回



ｎ
Ｏ 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は501,047円 ですが、そのうちに使途が特定されている金額はございません。

したがって使途が制約されていない正味財産は501,047円 です。

4.固 定資産の増減内訳

5.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

６

）

″
′

期末帳簿価嬌科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

■
―
一
ヨ
”

〈
ロ

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

計算書類に

計上された
金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非苦利署●ま人防■コミュニティネットワーク

●   洒

現金預金
普通預金
普通預金

普通預金
普通預金

501,047
三菱UFJ銀行/大泉支店
東京信用金庫/大泉支店
GЮあおぞらネット銀行/法人第二営業部

202.625
123,042
174,600
780ゆ うちょ銀行

未収金

1

車両運搬具

什器備品

2
ソフトウェア

借地権

3
敷 金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 501.047

未払金

長期借入金

退職給付引当金

1

B-1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 501.047

:■田

―

|■
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 〈前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯日のな無を記麟した名痒)

特定非営利活動法人立上コミュ三二丘室ツト2=ク

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 ・監事

マスムラカズキ 令和5年

令和7年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年:   月   日増村一樹

2 ・監事

アサノユウキ 令和5年

令和7年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日浅野優貴

3

フルカワマサアキ 令和5年

令和7年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日古川雅章

4 理事 〇

オオモ リキョウコ 令和5年

令和7年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日大森京子

5 理事・監事

年

年

月

月

日

日

午 月

月

日

日年

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日

8 理事・監事
年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月   日

月   日

′
´
ヽ

Q堅ジ・監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

氏   名

1
増村 一樹

2 浅野 優貴

3 古‖I 雅章

4 大森 京子

5
谷島 俊

6 浅野 翼

7
山下 ―弥

8 宇都 貴博

9
平野 真衣

10
町田 研二

11

12




